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〔投稿論文〕 

 

 

自治体環境税が森林環境税及び 
森林環境譲与税に関する法律の成立に与えた影響 

 

 

田 畑 琢 己 

 

 

 １ はじめに 

 

(１) 問題の所在 

   2019年に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」（以下、「新法」という。

また、「森林環境税及び森林環境譲与税」を「新税」という。）が成立した。新法は

その成立まで40年以上の歴史があり、森林・林業関係者にとって長年の取組の成果で

もある。また、全国の自治体で環境税の導入が始まり、新法は自治体の動きを後追い

したように見える。本稿では、新法導入までの国会議事録を時系列で整理して自治体

が新法の成立に与えた影響を考察する。 

 

(２) 制度の概要 

   新税は私有林人工林の適正な管理を通じて森林の公益的機能を発揮するため、管理

主体となる市町村に森林環境譲与税として交付される。新税は市町村が個人住民税均

等割と併せて納税者一律1,000円を徴収し、都道府県を通じて国の特別会計に納付し、

その全額を私有林人工林面積（50％）、林業従事者数（20％）、人口（30％）を基準

に森林環境譲与税として市町村に配分される。 

   新法の困難を極めた成立過程は、新法１条からも窺える。新法１条の趣旨には、

「この法律は、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、市町村及び都道

府県が実施する森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てるため、森林環境

税について、納税義務者、税率、賦課徴収等の手続及びその納税義務の適正な履行を

確保するため必要な事項を定めるとともに、その収入額に相当する額を森林環境譲与
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税として市町村及び都道府県に対して譲与するために必要な事項を定めるものとす

る。」と定めている。 

   新法を成立させるために大きな役割を果たした林野庁と総務省の資料は、それぞれ

次のように記載されている。 

   林野庁の資料には、「森林の有する公益的機能は、地球温暖化防止のみならず、国

土の保全や水源の涵養等、国民に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林の整備等

を進めていくことは、我が国の国土や国民の生命を守ることにつながる一方で、所有

者や境界が分からない森林の増加、担い手の不足等が大きな課題となっています。こ

のような現状の下、平成30（2018）年５月に成立した森林経営管理法を踏まえ、パリ

協定の枠組みの下における我が国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を

図るための森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、森林環境税が

創設されました(１)」と記載されている。 

   総務省の資料には、「パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削

減目標の達成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保

する観点から、森林環境税及び森林環境譲与税を創設する(２)」と記載されている。 

   ここで林野庁と総務省の資料には、「地球温暖化防止」、「パリ協定」、「温室効

果ガス排出削減」という文言が記載されているが、新法１条の趣旨には、これらの文

言が記載されていない。これは2012年に先行している「地球温暖化対策のための税」

との重複を避けたためと考えられる。この森林環境税と地球温暖化対策のための税と

の関係も国会で議論されたことであるが、地球温暖化対策のための税を森林整備に活

用したいという森林・林業関係者の希望は叶わなかった。 

 

(３) 先行研究の検討 

   森林環境税に関する先行研究は、１）水と森をめぐる政府間の役割分担とその財政

関係、２）地方独自課税と水資源管理政策の関係、３）森林・水資源管理をめぐるガ

バナンスのあり方、４）新税導入による自治体環境税への影響、５）新法創設の経緯、

６）制度の問題についての研究である。 

  １）水と森をめぐる政府間の役割分担とその財政関係 

 

(１) 林野庁（2021ｂ）。 

(２) 総務省（2021）。 
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    これは、①森林政策における国と地方の関係を分析して、より良き政府間関係を

論じたもの(３)、水資源管理の観点から、②国と地方の関係や財政関係を論じたも

の(４)、③地方の森林環境税と新税の関係を論じたもの(５)、がある。 

  ２）地方独自課税と水資源管理政策の関係 

    これは、①地方独自課税と森林・水資源管理政策の関係を論じたもの(６)、②森

林環境税の課税根拠を論じたもの(７)、③森林環境税・水源環境税による歳出を論

じたもの(８)、がある。 

  ３）森林・水資源管理をめぐるガバナンスのあり方 

    これは、①森林環境税の導入を市民参加から論じたもの(９)、②行政内部組織に

焦点をあて、森林環境税導入の政策決定過程を論じたもの(10)、③政策過程におけ

る対立軸と、知事－議会間関係に着目して森林環境税の導入過程を論じたもの(11)、

④森林環境税の導入過程を論じたもの(12)、がある。 

  ４）新税導入による自治体環境税への影響 

    これは、①自治体環境税と新税とで重複した事業を発生させる可能性を指摘した

もの(13)、②新税の配分が自治体の林業需要の実態との乖離を指摘したもの(14)、が

ある。 

  ５）新法創設の経緯 

    これは、①林野庁技術官僚の行動分析から考察したもの(15)、②創設までの経緯

 

(３) 石崎（2012）17－42頁。 

(４) 沼尾（2012）43－71頁。 

(５) 石崎（2020）45－59頁。 

(６) 高井（2012）73－107頁。 

(７) 其田（2012）109－132頁。 

(８) 清水（2012）133－157頁。 

(９) 古川（2004）39－52頁。岡田（久）＝岡田（秀）＝由井（2007）１－11頁。沼尾（2010）

109－119頁。宮永（2012）159－181頁。 

(10) 竹本（2009）12－22頁。 

(11) 久保（2009）47－60頁。砂原＝藤井（2008）233－251頁。 

(12) 高橋（2005）19－28頁。安藤＝永田（2011）９－12頁。秋山（2004）４－８頁。遠藤（2015）

１－10頁。 

(13) 清水（2019）１－13頁。 

(14) 吉弘（2019）３－20頁。 

(15) 竹本（2010）１－12頁。 
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と問題を考察したもの(16)、がある。 

  ６）制度の問題 

    制度の問題についての研究は、①租税理論からの逸脱などを指摘したもの(17)、

②制度設計と制度変更の課題を指摘したもの(18)、③政府や国会での議論から制度

の問題を指摘したもの(19)、がある。 

 

(４) 本研究の目的 

   自治体環境税に関する先行研究では、新法成立に自治体が与えた影響についての研

究が見当たらない。そこで、本稿ではこの点について考察する。 

   飛田(20)によれば、新税は「全国森林交付税創設促進連盟」による1992年の「森林

環境・水源税」構想が契機となったという。しかし、1967年に林野庁長官となり、そ

の後、参議院議員となった片山正英が世話人代表を務めた「森林整備推進協議会」が

発行した『水源税、森林河川整備税創設運動の記録 ― この試練を糧として、緑豊か

な森林づくりを』（1987）によれば、「森林環境・水源税」構想以前に「水源税構想」

と「森林・河川緊急整備税構想」があったのである。次に、国会における新法成立に

至るまでの論点を時系列で整理する。 

   時系列は、①1991年９月の和歌山県本宮町の町長であった中山による「森林交付税

構想」、②1997年12月に実施された地球温暖化防止京都会議で締結された「京都議定

書」、③2003年４月から高知県で実施された新税、④2012年10月から実施された「地

球温暖化対策のための税」を区切りとした。 

 

 

 ２ 1990年以前 

 

(１) 国会の議論 

   水源税が国会で取り上げられたのは、「第80回国会衆議院決算委員会議事録第12号

 

(16) 遠藤（2015）１－10頁。飛田（2019）１－49頁。森（2018）113－135頁。 

(17) 青木（2019）１－23頁。 

(18) 其田（2020）48－78頁。 

(19) 森（2020）93－127頁。 

(20) 飛田（2019）１－49頁。 
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（1977年４月７日）」４頁において、衆議院議員の森下元晴が「水源税というような

形で目的税を創設して、それを山村振興のために使えないかどうか。」と発言したの

が最初であった。ここで、1990年以前の国会で「水源税」が取り上げられたのは53回

である。 

   森林・河川緊急整備税が国会で取り上げられたのは、「第107回国会参議院災害対

策特別委員会議録第２号（1986年９月26日）」11頁において、参議院議員の下田京子

が1985年に水源税断念を受けて「水源水利税という構想を昨年からお出しになってい

ます。ことしは森林・河川整備税という構想でお出しになっておるようですけれども、

この問題につきましては、日本共産党の場合にはもう既にこれは昨年国民的な批判の

もとで断念したものですから、もうやめなさいよ」と発言したのが最初であった。こ

こで、1990年以前の国会で「森林・河川緊急整備税」が取り上げられたのは20回であ

る。 

   水源税と森林・河川緊急整備税への意見は共通している。賛成は山村振興や森林整

備のために導入するべきだという。反対は受益と負担に密接な関係があるという目的

税の要件を充たしていないということと、農業を課税対象から除外していることが不

公平であるというものである。 

 

(２) 分 析 

   上流の水源の森林整備に下流の受益者が協力している事例は江戸時代の記録もある。

1955年代の分収造林制度なども同様に捉えることができるし、高度成長期の急激な水

需要に対応した木曽三川や淀川水系の造林公社、そして、1975年代の長野県などの基

金制度創設も下流の受益者が森林整備に協力した例である。更に、上下流連帯の例と

して1978年の（財）矢作川水源基金がある。ここでの必要経費は、愛知県（負担割合

２／３）、関係下流市町村（同１／３）が拠出する負担金などをあてた。 

   この時代の自治体の広域的な動きとしては、1984年に長野県、山梨県、岐阜県、栃

木県、群馬県、滋賀県、奈良県の水源県（海なし７県）により森林の公益的機能拡充

推進協議会が設立され、費用負担などに向けて動き始めた。 

   国会での動きは、次のとおりである。「第72回国会参議院農林水産委員会会議録第

12号（1974年３月28日）」17頁において、農林省出身の参議院議員の鶴園哲夫は、地

方において森林整備に下流の受益者が協力していた事例を知っていたと考えられるが、

「森林について……受益者負担……利益を受けている者から負担を……取る」と発言
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した。「第101回国会衆議院農林水産委員会議録第５号（1984年４月３日）」８頁に

おいて、衆議院議員の野呂田芳成は、木曽三川の水源基金などを例に出して「保安林

整備基金とかあるいは水源林基金……設置して保安林の整備にもっと積極的な姿勢を

示すべき」と発言した。「第101回国会参議院農林水産委員会議録第12号（1984年４

月20日）」２頁において、参考人として出席した長野県木島平村長（全国町村会副会

長）の湯本安正は、「長野県……が「緑の基金」５億円……このような費用分担方式

は、今後全国的に推進していく必要があ」ると発言した。このように、自治体の動向

は国会での議論に影響を与えていたのである。 

   そして、前章で述べたように、和歌山県本宮町の町長であった中山による「森林交

付税構想」以前から山村振興のための水源税についての国会での議論は、1977年から

始まっていたのである。この時代の税の名称は、「水源税」と「森林・河川緊急整備

税」であり、水の利用者に対して課税するというものであった。 

   この時代の木材価格は、1980年に戦後最高値（スギ：39,600円／㎥、ヒノキ：

76,400円／㎥）を記録した。ここから木材価格は長期的に低迷し、2020年の木材価格

（スギ：12,700円／㎥、ヒノキ：17,200円／㎥）は、1980年に比べると１／３～１／４

(21)である。この理由は、次の３点である(22)。①木材需要が横ばいとなる中で、1985

年に始まった「日米林産物モス協議」による木材の市場開放措置により安価な外材が

大量に輸入された。②1980年頃以降、足場、電柱、枕木などが、鉄・コンクリートな

どの二次製品に替わり、木材需要が大幅に減少した結果、外材価格が下落して、この

影響を受けて国産材価格が下落した。③1985年以降の急激な円高が始まった。 

   この点、「日米林産物モス協議」の直後のプラザ合意による円高・ドル安への誘導

は、林業経営にとって安価な木材が輸入されることから厳しい状況になることは充分

予想できた。国会ではこの点についての議論がなかった。国政に批判的な共産党でも

水源税に反対（「第107回国会参議院災害対策特別委員会議録第２号（1986年９月26

日）」11頁）したのである。国会と政府は、林業と他の輸出産業との不均衡を是正す

るために動き始めるべきであった。 

  

 

(21) 林野庁（2021ａ）163頁。 

(22) 武田（1987）59－60頁。 
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 ３ 1991年から1997年まで 

 

(１) 国会の議論 

   先述したように、森林交付税構想は、和歌山県本宮町（現田辺市）の町長であった

中山が1991年９月の本宮町議会に提案し全会一致で採択されたことから始まった。 

   森林交付税が国会で取り上げられたのは、「第123回国会衆議院地方行政委員会議

録第５号（1992年４月14日）」12頁において、衆議院議員の谷村啓介が「森林交付税

というようなことを提唱されている方もあるようでありますけれども、そこまで限定

をせずに何らかの財政的支援というものができないか、こう思えてならない」と発言

したのが最初であった。この発言に対する回答は、自治省財政局長の湯浅利夫が「総

合的に何かできないかということで今鋭意検討を進めております」というものであっ

た。農林水産省などの他の省庁も「検討中」と回答しているためなのか、国会では

「森林交付税」に対する反対意見はない。ここで、1991年から1997年までに国会で

「森林交付税」が取り上げられたのは19回である。 

 

(２) 分 析 

   和歌山県本宮町の町長であった中山による「森林交付税」の要点は、次の９点であ

る。①森林に対する国民的関心の高まりなどから森林交付税の実現が政治的に成熟し

つつある。②森林の適正な維持管理は国民的課題であるが市町村に課される役割も増

加している。③地方の林政は国→都道府県→森林組合という流れであり、市町村林政

の体制は貧弱である。④流域管理システムなどにみられるように市町村林政の役割増

大に対応した森林交付税が必要である。⑤森林保全の最前線である市町村に十分な財

源措置を講じる。⑥森林交付税の財源は新しく造るなどを考える。⑦交付基準は森林

面積、林業従事者を測定単位とする。⑧交付規模は森林の外部経済効果の試算額40兆

円／年を基準にして、人工林を対象にした場合、0.55兆円から1.9兆円とする。⑨使

途は公表する(23)。 

   この提案は本宮町議会において全会一致で採択された。1992年、中山の呼びかけで

全国36町村長により「全国森林交付税創設促進連盟」（以下、「連盟」という。）が

 

(23) 中山（1997）16－19頁。中山（1998）２－６頁。 
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結成されたのである。そして、２年後の1994年、連盟の運動に呼応して新潟県山北町

（現村上市）議会が提唱し「森林交付税創設促進議員連盟」（以下、「議員連盟」と

いう。）が結成された。 

   和歌山県本宮町の町長であった中山による「森林交付税」については、国会での反

対意見がなかった。この理由は、先行研究で取り上げた遠藤が「高知県等は、県民税

の超過課税を採用し、県民が税を広く薄く負担する森林環境税を実現した。こうした

経緯を踏まえると、国民に広く負担を求める課税方法は実現性が高いかもしれない。」

と指摘したが、この指摘が当てはまると考えられる。 

   この時代の国と自治体の民有林に対する毎年の財政支出は、約1.5兆円／年を前後

して過去最高額となった。これは、前章で言及した林業と他の輸出産業との不均衡の

是正などを目的にしたためであると考えることができるが、財政支出の８割以上が公

共投資であった(24)。このような財政支出が行われたにもかかわらず「森林交付税」

が国会で取り上げられたことに加えて、この時代に中山が提唱したのは何故だろうか。

この点、山村が求めていたのは、治山や林道ではなかった。中山は、「林業は……植

栽、撫育等の管理過程を経て蓄積された林木を……生産し販売を行うことによって産

業として営まれてきた。そして植付、保育、伐採の繰り返しによって山林所有者も林

業従事者も、その他の関係者や地域までもが……森林整備を進めてきた(25)。」と述

べている。 

   1969年度から2000年度までの公共投資の内訳は治山、林道、造林の比率が概ね５：

３：２で推移している(26)。この中で、造林は新植、下刈、除伐、間伐、枝打など地

域の中で仕事が50年以上の長期に渡って継続するが、治山と林道は工事が終わると仕

事が無くなってしまう。国や地方自治体は、造林と治山・林道の仕事の継続性の違い

を考慮しなかったことが、このような齟齬となったと考える。 

 

  

 

(24) 石崎（2010）29－39頁。 

(25) 中山（1995）６－12頁。 

(26) 石崎（2020）45－59頁。 
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 ４ 1998年から2002年まで 

 

(１) 国会の議論 

   1997年12月に実施された地球温暖化防止京都会議で締結された「京都議定書」によ

り日本は、2008年から2012年の５年間を「第１約束期間」とし、1990年を基準として

二酸化炭素換算での総排出量を６％削減することとなった。このうち森林吸収量は

3.8％であった。2013年から2020年までの８年間を「第２約束期間」としている。日

本は同議定書の目標を設定していないが、ＣＯＰ16の「カンクン合意」に基づき森林

吸収源対策により約3,800万ＣＯ２トン（2.7％）以上の吸収量を確保することとして

いる(27)。 

   地球温暖化防止京都会議以降も国会では「森林交付税を創設するべき」という発言

が続いたが、各省庁からの回答は「検討中」であった。例えば、「第140回国会衆議

院農林水産委員会議録（1997年２月27日）」30頁において、衆議院議員の堀込征雄は、

「水源税構想……今一部の市町村長さんを中心に森林交付税交付金制度というような

運動も実は起こりつつある」と発言した。これに対する回答は、林野庁長官の高橋勲

が「慎重な検討が必要」というものであった。 

   ところが、「第151回国会参議院農林水産委員会議録第21号（2001年６月21日）」

20頁において、参議院議員の須藤美也子が「現在……901の市町村が加盟し、森林交

付税創設の促進運動が非常に広がっている……大臣はどう受けとめられているのか。」

と発言した。この発言に対する回答は、農林水産大臣の武部勤が「森林整備に必要な

財源については、今、経済財政諮問会議における地方財政の見直しの議論がなされて

おりますから、それを見きわめる必要がある」というものであった。 

   この時期以降、林政審議会以外の経済財政諮問会議などの団体が林政に関わり始め

るようになる。ここで、1998年から2002年までに国会で「森林交付税」が取り上げら

れたのは９回である。 

 

(２) 分 析 

   この時代の国会議論は、衆議院議員の堀込征雄や参議院議員の須藤美也子が発言し

 

(27) 林野庁（2021ａ）110－111頁。 
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たような「自治体による森林交付税」を取り上げるようになった。当時の自治体は目

立った動きがなかったが、「京都議定書」により二酸化炭素の吸収源として森林が注

目を集めるようになった。この時代から経済財政諮問会議などの林政審議会以外の団

体が林政に積極的に関わり始めるようになったのである。この点、自治体の動向が国

会や経済財政諮問会議にも影響を与えたと考えることができる。 

   この時代の国と自治体の民有林に対する毎年の財政支出は、1998年の約1.5兆円／

年から減少し、2002年に約1.2兆円／年となった(28)。1990年の日米構造協議を受けて

政府は公共投資基本計画を策定して公共投資を拡大した結果、国の財政状況が悪化し

た。そこで、1993年から10年間、国庫補助を利用しない「ふるさと林道緊急整備事業」

が創設され、自治体が「ふるさと林道」を整備する場合、その財源として地方債を起

こすことが認められ、その地方債の償還に際しては地方交付税交付金により補填され

る制度であった。この事業では、トンネルや橋梁も造ることができたが、1990年代末

に環境破壊的な事業として削減されたのである。 

   一方、2001年に和歌山県知事と三重県知事は、「緑の雇用事業で地方版セーフ

ティーネットを」と題する緊急アピールを発表し、公共事業が削減される中でも重視

すべき事業として「森林整備事業」による「環境保全と雇用創出」を提案した。この

アピールは、同年、国の「緊急地域雇用創出特別交付金」の創設に結び付いたのであ

る(29)。 

   この時代は、国による大規模な公共事業は、環境問題や財政問題から国民の批判を

受けて削減するようになった。この直後に、森林整備による地域の雇用が始まったが、

これは自治体の動きを国が追随した結果である。この点、森林・林業政策は、より現

場に近い自治体の方が実情に合致した政策を選択できるという初めての事例である。

一方、林野庁は国内の森林の約１／３を占める769万haの国有林を管理しているにも

かかわらず、自治体が求める政策を立案できないという問題が改めて浮き彫りになっ

た。 

  

 

(28) 石崎（2010）29－39頁。 

(29) 石崎（2020）45－59頁。 
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 ５ 2003年から2011年 

 

(１) 国会の議論 

   全国初の府県による森林環境税は、2003年４月から高知県で実施された。高知県に

続き2017年までに全国36県と１政令市で森林環境税が導入された(30)。森林環境税と

いう言葉が国会で取り上げられたのは、「第141回国会参議院会議録第３号（1997年

10月３日）」９頁において、参議院議員の今井澄が「民主党は……新たな森林環境税

を導入し、国民合意のもとに国有林野事業の持続可能な体制づくりを提言しておりま

す。」と発言したのが最初であった。この発言に対する回答は、内閣総理大臣の橋本

龍太郎が「財政構造改革五原則を踏まえた上で、森林整備のための財政措置のあり方

や累積債務の処理方法等を幅広く検討していきたい」というものであった。この時点

での森林環境税は、国有林野事業を改善するためのものであり、現在導入された新税

と内容が異なっている。 

   この期間の国会は、京都議定書の影響を受けて「温暖化対策税」や「道路特定財源」

を森林整備のために利用する案などが出てきた。また、高知県から始まった森林環境

税が他の府県にも導入されたことから、地方の森林環境税を国税版にする案も出てき

たのである。ここで、2003年から2011年までの国会で森林環境税が取り上げられたの

は30回である。 

  １）温暖化対策税の活用 

    国会で温暖化対策税を森林整備に利用するという政府の答弁が最初にあったのは、

「第159回国会参議院環境委員会議録第２号（2004年３月18日）」12頁である。こ

こで、参議院議員の渡辺孝男が「地方自治体の中では森林環境税の導入をしている

ところがあるわけですが……環境省としてそれをどのように認識されているのか」

と発言した。この発言に対する回答は、環境省総合環境政策局長の松本省藏が「昨

年の４月に高知県で森林環境税というのが導入された……現在、33の都道府県にお

きまして、水源涵養のための森林整備に関する税制についていろいろな角度から検

討が行われている……環境省といたしましては……温暖化対策のための税……税収

の使途ということで、例えば森林整備というのも一つ念頭において考える必要があ

 

(30) 環境省（2018）。 
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る」というものであった。 

    このように、温暖化対策税は当初、森林整備にも利用する方向で検討を進めてい

たのである。 

  ２）道路特定財源の振り分け 

    道路特定財源の森林整備への振り分けについて国会で最初に取り上げられたのは、

「第169回国会衆議院環境委員会議録第６号（2008年４月18日）」19頁である。こ

こで、衆議院議員の篠原孝が「道路特定財源、理屈にも合いますので、ＣＯ２を出

している車、それを吸収している森林と結びつきます。」と発言した。この発言に

対する回答は、環境省総合環境政策局長の西尾哲茂が「現在ガソリン等の燃料課税

の問題が課題になっておりますけれども、……政府・与党決定では、道路特定財源

制度は廃止して、21年度から一般財源化、そういうことではございますが、その中

で、森林対策に充てるべきという御指摘でございます。」と回答した。 

    この時点において、政府・与党では道路特定財源を森林整備に振り分けることも

検討していたのである。 

  ３）都道府県による森林環境税の導入 

    都道府県による森林環境税の導入が国会で最初に取り上げられたのは、「第169

回国会衆議院決算行政監視委員会第４分科会議録（2008年４月22日）」31頁である。

衆議院議員の篠原孝が「47都道府県のうち30都道府県がもう森林環境税をつくって

いるわけです。国もそれをしらばっくれているわけにはいかない」と発言した。こ

の発言に対する回答はなかったが、国税版の森林環境税を創設する機運は、都道府

県での森林環境税が契機のひとつであったと考えられる。 

 

(２) 分 析 

   2003年に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針」により小泉

政権の三位一体改革が行われた。連盟と議員連盟の森林交付税運動は三位一体改革の

公共事業や交付税の削減方針により森林環境税創設運動に転換することになった。こ

れに伴って、連盟と議員連盟の名称は「全国森林環境税創設促進連盟」（以下、「新

連盟」という。）と「全国森林環境税創設促進議員連盟」（以下、「新議員連盟」と

いう。）となった。 

   この時代は、2003年に高知県が創設した森林環境税は、他県への波及効果が大き

かった。ここで、高知の森づくり推進委員会の新税制検討部会議事録によると高知県
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が森林環境税を創設した目的は、「新税は森林の大切さを理解してもらうために使う、

それ以上のことになると国レベルで取り組む必要があるが、高知県の新税はそこへ繋

いでいくお金だと議論された。高知県が税の使途としてソフト事業を重視する背景に

はこうした考えがあった(31)。」という。そして、高知県の森林環境税は、住民税に

一律少額の超過課税を課し、森林保全に関わる施策の財源を確保する仕組みである。 

   この点、高知県などの広大な森林を抱える自治体が森林環境税を導入した理由につ

いて、石崎(32)は、「税制度の創設と普及を通じて森林保全の重要性を全国に向けて

発信し、中長期的には国レベルの財源保障の充実を期待する想いも含まれている。

……この運動は2003年に「森林環境・水源税」を目指す運動として展開を新たにして

いる。」と指摘した。そして、同様の制度は全国で創設された。 

   1990年代までは、国に先駆けた独自施策の展開は都市部の自治体で展開されてきた(33)

のであるが、森林環境税の創設運動は、国から地方、都市から地方に運動の主体が移

動してきたと考えることができる。このような移動は、松下(34)が指摘した「官治・

集権から自治・分権」を超えて、自治体の連携した動きが国会や政府を動かしたと評

価できるのではないだろうか。 

 

 

 ６ 2012年から新法の成立 

 

(１) 国会の議論 

   地球温暖化対策（エネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策）を強化するため、2012年10

月から「地球温暖化対策のための税」が段階的に施行された(35)。先述したように、

森林環境税として温暖化対策税の活用や道路特定財源の振り分けが政府・与党でも検

討されていたが、これに反対する業界からの巻き返しがあり、結局断念することに

なった。次に、国会での議論を整理する。 

   国会で温暖化対策税を森林整備に利用できないという政府の答弁が最初にあったの

 

(31) 石崎（2006）49－68頁。 

(32) 石崎（2012）17－42頁。 

(33) 石崎（2020）45－59頁。 

(34) 松下（1996）58－61頁。 

(35) 秋山（2004）４－８頁。 
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は、「第177回国会衆議院予算委員会第６分科会議録第１号（2011年２月25日）」12

頁である。ここで、衆議院議員の中谷元が「林業関係者から見ますと、環境省に裏切

られたという気持ちが高いです。というのは、この５年間、10年間、環境省と林野庁

は一緒になって、環境税をつくろうじゃないか、地球温暖化対策税をつくろうじゃな

いかということで、協議会もつくって一生懸命やってきました。……ところが、本年

の税制改正でガソリン税を温暖化課税としたんですが、その用途が森林整備に使われ

ない内容で、吸収源対策においては、環境省としてはこの森林整備や吸収源の分野に

おいて一体何を考えているのか」と発言した。この発言に対する回答は、環境大臣政

務官の樋高剛が「地球温暖化対策の税につきましては、これはエネルギー使用者に御

負担をいただく税でございまして、その使途につきましても、受益と負担の関係が明

確であり、相当のまとまったニーズがあるエネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策に限定

するということで国民、納税者の理解を得やすい」というものであった。 

   その後、国会で同様の意見が２回（「第185回国会参議院農林水産委員会議録第３

号（2013年11月12日）」３頁、「第186回国会衆議院農林水産委員会議録第４号

（2014年３月26日）」10頁）で出されたが、政府の回答は同様であった。政府・与党

は、森林整備への温暖化対策税の活用を断念していたことが分かる。同時に、道路特

定財源の森林整備への振り分けもなくなったものと考えられる。 

   2016年度大綱に先立つ基本方針2016では、新たに「攻めの農林水産業」の展開が掲

げられ、林業成長産業化と一体で森林環境税の導入方針が打ち出された。2016年に設

置された未来投資会議は官邸の日本経済再生本部の会議の１つで安倍政権の成長戦略

の司令塔である。2017年度から林業関係の施策は未来投資会議の「未来投資戦略」に

盛り込まれた。基本方針と未来投資戦略の２つの方針からは、森林環境税の検討につ

いて林業の成長産業化を積極的に推進する立場から検討するようになったのである。 

   新法の立法過程では、多くの論点で議論が行われたが、取り上げられた国会の時系

列で、①森林環境譲与税の配分割合、②国民１人当たり1,000円の理由と復興住民税

の横滑り、③37府県の環境税との整合性を取り上げる。 

  １）森林環境譲与税の配分割合 

    「第196回国会衆議院予算委員会第６分科会議録（2018年２月23日）」46頁にお

いて、衆議院議員の鰐淵洋子が「私有林の割合が５／10、林業就業者数を見て２／

10、人口を基準として３／10……この割合に至った経緯をもう少し詳しく教えてい

ただけますでしょうか。」と発言した。この発言に対する回答は、総務省大臣官房
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審議官の稲岡伸哉が「森林環境譲与税の使途については、間伐等森林整備が中心と

なろうかと思います。それと関連をします人材育成、担い手の確保、こういったあ

たりの使途が中心であることを踏まえまして、この２つで７割程度。そして、木材

利用の促進や普及啓発で３割程度。大まかに言えばそういった割合で、都市の住民

の皆様方の理解ということも考えながら設定をさせていただいたところでございま

す。」というものであった。 

    これと同じ発言は何度もあったが政府の回答は変わらなかった。林野庁の資料(36)

には、「森林環境譲与税の使途とその公表」の理由として「都市住民の森林・林業

に対する理解の醸成」をあげている。このことは森林整備も都市住民の理解を得ら

れなければ進まないことを示していると考えられる。 

    この点、森稔樹(37)は人口基準が３／10であることから森林整備に利用できる新

税が少なくなることを問題視している。また、吉弘憲介(38)は人口基準の影響で都

市部の財源が多く、林業需要の高いエリアの財源が少ないと制度の趣旨を破壊する

と指摘している。 

  ２）復興住民税の横滑りと国民１人当たり1,000円の理由 

    「第196回国会衆議院総務委員会議録第３号（2018年２月22日）」23頁において、

衆議院議員の丸山穂高が「森林環境税……この1,000円って何でだ」と発言した。

この発言に対する回答は、総務省自治税務局長の内藤尚志が「1,000円ということ

でございますけれど……パリ協定の枠組みのもとにおける我が国の温室効果ガスの

排出削減目標を達成するために必要な森林整備やその促進に要する費用等につきま

して、林野庁から600億円程度との試算が示されている……この1,000円の税率につ

きましては、これらの必要な財源、あるいは国民の負担感等を総合的に勘案し、年

額1,000円とした」というものであった。 

    「第196回国会衆議院東日本大震災復興特別委員会議録第５号（2018年７月19

日）」20－21頁において、衆議院議員の高橋千鶴子が「復興特別住民税……今まで

1,000円もらっていて、それが終わるから、終わったら次は森林環境税ね、負担を

伴わずにと言っているんです。……単なる横滑りではありませんか。」と発言した。

この発言に対する回答は、総務省大臣官房審議官の稲岡伸哉が「森林環境税は、国

 

(36) 林野庁（2021ｂ）。 

(37) 森（2020）114頁。 

(38) 吉弘（2019）17頁。 
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民に対して広く定額の負担を求めるものでありますことから、国民の負担感という

ものに十分配慮する必要があり、……防災施策の財源を確保するため個人住民税均

等割が平成35年度まで1,000円引上げられていること等を勘案し、36年度から課税

することとしております。」というものであった。 

    これらと同じ発言は何度もあったが政府の回答は変わらなかった。新税により徴

収する森林整備などに必要な金額と復興特別住民税により徴収された金額が偶然同

じ600億円程度であったという説明には無理がある。「単なる横滑り」という衆議

院議員の高橋千鶴子の指摘は正しいと考える。 

  ３）37府県の環境税との整合性 

    「第198回国会参議院総務委員会議録第４号（その１）（2019年３月14日）」16

－17頁において、参議院議員の又市征治が「既に37府県及び横浜市でこうした環境

税などの取組……調整をどうしていくのか」と発言した。この発言に対する回答は、

総務省自治税務局長の内藤尚志が「昨年５月に森林経営管理法が成立したことを踏

まえまして、森林環境税でございますけれども、ＣＯ２吸収源対策のための……新

税創設……主に市町村が行う森林整備等の財源として創設する……事業と住民負担

の関係あるいは使途の重複等、論点もある……国の森林環境税は平成36年度から課

税する……それまでの間に全ての超過課税の期限や見直し時期が到来する……続け

る場合には森林環境税との関係をどうするのかを十分検討いただけるものと考えて

いる」というものであった。 

    この点、清水(39)は新税と府県・森林環境税の支出事業メニューとの重複が発生

するため、これを回避しなければならないと指摘している。一方、自治体環境税と

国税環境税の棲み分けは、現在、国や都道府県で模索中である。新税の用途は林野

庁のホームページなどで公表されるので、自治体間の情報の共有化により、今後、

解決できると考える。 

 

(２) 分 析 

   高知県で森林環境税が導入された時代は、温暖化対策税の創設や道路特定財源の見

直しと重なったので、これらを森林整備に利用できないかとの議論が起こった。しか

し、（一社）日本経済団体連合会（以下、「経団連」という。）などの反対により森

 

(39) 清水（2019）８頁。 
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林環境税の成立は困難を極めた。経団連が反対した理由は、①森林整備は一般財源を

用いるべき、②水源税は企業の経営意欲を削ぐことに加えて、賃上げなどの負担があ

る中で企業はこれ以上の負担ができない、③水源税が導入されると企業の設備投資に

も悪影響を与える、という３点であった。これに対して、新税は国民全体で負担する

ため反対しなかったのである(40)。また、日本商工会議所は、水源税に反対した理由

について、中小企業の負担が大きくなるためであった。一方、新税に反対しなかった

のは、経団連と同様に国民全体で負担するので反対する理由がないということであっ

た(41)。このような状況の中で、2016年に発足した未来投資会議による「攻めの農林

水産業」の一環として林業成長産業化が登場して、国税としての森林環境税が一気に

動き出したのである。 

   更に、「第198回国会衆議院総務委員会議録第３号（2019年２月19日）」16頁にお

いて、衆議院議員の伊藤俊輔が「人口割30％の基準」の根拠を尋ねたところ、総務省

自治税務局長の内藤尚志は、「多くの府県等で実施されております……超過課税……

平均すればおおむね３割強を森林整備以外の事業に充てている……こうしたことを総

合的に勘案いたしまして、森林環境譲与税のうち３割を、木材利用の促進や普及啓発

等に相関する指標でございます人口基準として譲与する」と回答している。この点、

人口基準を３割としたことも自治体環境税が新法や新税に影響を与えたと考えること

はできないだろうか。 

   先述したように林業成長産業化の問題は、チェーン化かつ大規模化すれば需要側の

価格支配力が強まることで木材の低価格が維持されて需要が伸びても山元の所得が伸

びない可能性があることである。この点、「第198回国会参議院総務委員会議録第５

号（2019年３月19日）」16頁において、参議院議員の片山虎之助が林野庁長官の牧元

幸司に森林環境税の「今後の見通しについて御意見を言ってください。」と発言した。

これに対して、牧元幸司は、「森林環境税も活用しながら……林業の成長産業化……

を図ってまいりたい」と回答した。同様の回答は、「第198回国会衆議院総務委員会

議録第４号（2019年２月21日）」７頁でも衆議院議員の山花郁夫の質問に対して林野

庁森林整備部長の織田央が行っている。 

   更に、未来投資会議において農林水産大臣の齋藤健は、「林業・木材成長産業化に

 

(40) （一社）日本経済団体連合会環境エネルギー本部への聞き取り調査結果（2020年３月16日）。

（一社）日本経済団体連合会（2003）。 

(41) 日本商工会議所への聞き取り調査結果（2020年３月13日）。 
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向けて……森林経営管理法案により……原木生産の拡大を図る(42)。」と発言してい

る。『令和２年度森林・林業白書』には、「森林経営管理法を踏まえ……必要な地方

財源を安定的に確保する観点から、森林環境税が創設された(43)。」と記載されてい

る。 

   つまり、新税は主に林業の成長産業化の財源として創設されたのであり、山村振興

から始まった水源税構想が林業成長産業化の財源としての新税となったことには違和

感がある。 

   新連盟と新議員連盟は、2017年５月現在、２特別区、３政令市を含む622市町村及

び348市町村議会が加盟するに至った(44)。そして、新法が成立したことで、その目的

を達成できたという理由により、新連盟は2019年４月９日、新議員連盟は同年７月18

日にそれぞれ解散した(45)。 

   森林交付税を熱望していた中山から始まった運動は、和歌山県知事や三重県知事に

支持され高知県の森林環境税となり、最終的に2019年に新税が創設されることになっ

た。しかし、新税の大部分が市町村に支払われることや2019年に森林経営管理法によ

る森林経営管理制度が始まったことから市町村の負担が大きくなったのである。 

   日本の森林は国有林と民有林（私有林と公有林（都道府県や市町村などが所有する

森林））に分かれ、この私有林は人工林とそれ以外の森林に分かれる。私有林人工林

が1,000ha以上の市町村は1,014市町村であり全国の私有林人工林面積の97％を占めて、

この1,014市町村の中には一定の職員数を確保している市町村が多いが、職員数０人

の市町村も12％存在する。また、市町村は森林・林業の専門教育を受けた職員が皆無

に近く、森林政策における市町村の役割強化に対しても否定的に捉えている市町村が

多い。この理由として、市町村の森林・林業行政を支える職員は全国で3,000人程度

に止まり、専ら森林・林業のみを担当する職員が０人又は１人という市町村が全体の

約２／３を占めている(46)。このように新しい森林・林業の法制度を支える市町村の

体制は極めて脆弱である。このような理由から、市町村の森林・林業行政を担う人材

基盤は極めて脆弱であり、新税や森林経営管理制度の運用は困難であろう。 

 

(42) 首相官邸（2018）。 

(43) 林野庁（2021ａ）82－84頁。 

(44) 首相官邸（2017）。 

(45) 日本林業調査会（2019）17頁。 

(46) 総務省（2017）。 
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 ７ まとめ 

 

 これまで国会審議と自治体の動きを分析してきた。1990年以前の自治体の動きは、それ

ぞれの地域で上下流連帯の取組や海なし７県による森林の公益的機能拡充推進協議会など

があった。国会では水源税や森林・河川緊急整備税が審議されたり、森林法の一部改正な

どの審議で受益者負担や全国的な基金の設立について触れられたりしたものの、自治体の

動きと連動していなかった。 

 1991年から1997年までの自治体の動きは、中山による「森林交付税」の提唱の影響が大

きかった。当初、僅か36町村長が加入して始まった連盟は、議員連盟の創設を促し、最終

的に２特別区、３政令市を含む622市町村及び348市町村議会が加盟するに至ったからであ

る。森林交付税は国会でも取り上げられたが、審議の過程では反対がなかった。 

 1998年から2002年までは、自治体の目立った動きはなく、林政審議会以外の経済財政諮

問会議などの団体が林政に関わり始めるようになったのである。 

 2003年以降は、高知県から始まった森林環境税が全国的に広がって37府県で導入された。

一方、温暖化対策税や道路特定財源の振り分けを森林整備の財源とする案も審議されたが

業界などの反対により挫折した。 

 小泉政権の三位一体改革による公共事業や交付税の削減方針は、運動の方向を転換させ

ることになったのである。この状況では新法成立は難しいと思われたが、2017年から林業

関係の施策が未来投資会議の「未来投資戦略」に林業成長産業化の財源として新税が盛り

込まれたことで具体化した。 

 森林・林業や山村が疲弊した直接の原因となったのは木材価格の下落であり、これは日

米林産物モス協議による木材の市場開放とプラザ合意による円高・ドル安の結果である。

円高・ドル安などで利益を得たのは、水源税構想に反対した大企業から中小企業であった。

新税は反対意見がまとまらない国民全体が負担する形で収まったが、本来、円高・ドル安

で利益を得た企業が新税を負担するべきでないだろうか。 

 しかも、新税は森林経営管理制度の財源とされるし、同制度は林業の成長産業化の一翼

を担う形で造られた制度である。市町村が森林経営管理制度により森林の公益的機能を発

揮するための森林整備を実施できるのかについては、最後に検討したように大きな疑問が

残る。市町村が新税を利用できなければ、新税は林業の成長産業化だけの財源となり、木

材産業に携わる中でも大企業のみが更に利益を得ることになるだろう。 
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 山村を活性化させるためには、森林整備による長期に渡る雇用の確保が必要であり、こ

れこそが森林交付税構想を提唱した中山や自治体が求めてきたことではないだろうか。 

（たばた たくき 法政大学法学部兼任講師） 

 

 

キーワード：自治体環境税／森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律／ 

      水源税／森林・河川緊急整備税／森林交付税 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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